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平成 29 年度関西広域連合一般会計歳入歳出決算審査意見 

１ 審査の対象 

平成 29 年度 関西広域連合一般会計歳入歳出決算 

２ 審査の方法 

一般会計に係る歳入歳出決算書、決算事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に

関する調書及び附属書類が関係法令に準拠して作成されているかどうか確認するととも

に、これらの計数について関係諸帳簿及び関係資料を抽出照査し、併せて関係職員から

説明を聴取した。 

また、当年度に実施した定期監査、事務監査、例月現金出納検査等の結果も参考にし

て審査を行った。 

３ 審査の結果 

審査に付された歳入歳出決算書、諸調書は、いずれも関係法令に準拠して作成され、

決算計数に相違ないことを確認した。予算執行及び財産管理については、適正に行わ

れていると認められた。 
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４ 決算の概要 

(1) 一般会計の状況 

ア 決算収支

決算収支の状況は、次のとおりである。

（単位：円、％）

                年 度

区 分
平成 29 年度

予  算  現  額        Ａ 2,152,634,000

歳   入    額        Ｂ 2,134,955,313

歳   出    額        Ｃ 2,074,337,096

形  式  収  支（Ｂ－Ｃ）   Ｄ 60,618,217

翌年度に繰り越すべき財源      Ｅ 0

実  質  収  支（Ｄ－Ｅ）   Ｆ 60,618,217

予 算 執 行 率
歳入（Ｂ／Ａ） 99.2

歳出（Ｃ／Ａ） 96.4

   本年度は、 予 算 現 額  2,152,634,000 円 に対し 

         歳     入  2,134,955,313 円 

         歳     出  2,074,337,096 円 で 

         差 引 額 は 、    60,618,217 円 となっている。 

翌年度に繰り越すべき財源はないため、実質収支額は 60,618,217 円である。 
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イ 歳入

歳入予算の執行状況は、次のとおりである。

（単位：円、％） 

款 予算現額 Ａ 調 定 額 Ｂ 収入済額 Ｃ 
不 納

欠損額

収 入 

未済額 

収入率

Ｃ／Ａ

収入済額

の構成比

分担金及び負担金 1,251,647,000 1,251,647,000 1,251,647,000 0 0 100.0 58.6

使用料及び手数料 109,418,000 111,272,200 111,272,200 0 0 101.7 5.2

国 庫 支 出 金 663,990,000 651,109,000 651,109,000 0 0 98.1 30.5

財 産 収 入 9,000 7,250 7,250 0 0 80.6 0.0

寄  附  金 1,001,000 1,000,000 1,000,000 0 0 99.9 0.1

繰  入  金 56,218,000 56,217,000 56,217,000 0 0 100.0 2.6

繰  越  金 61,690,000 61,689,121 61,689,121 0 0 100.0 2.9

諸  収  入 8,661,000 2,013,742 2,013,742 0 0 23.3 0.1

計 2,152,634,000 2,134,955,313 2,134,955,313 0 0 99.2 100.0

予算現額 2,152,634,000 円に対し、収入済額は 2,134,955,313 円で 17,678,687 円収入

減となっている。これは、主として、国庫支出金の収入減によるものである。 

また、諸収入について、予算現額 8,661,000 円に対し、収入済額 2,013,742 円で、

6,647,258 円減となっている。これは、主にドクターヘリ共同利用負担金の減額によるも

のである。 
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ウ 歳出

歳出予算の執行状況は、次のとおりである。

（単位：円、％） 

款 予算現額 Ａ 支出済額 Ｂ 
翌 年 度 

繰越額Ｃ 

不 用 額 

Ａ－(Ｂ+Ｃ) 

執行率

Ｂ／Ａ

支出済額

の構成比

議  会  費 16,382,000 11,841,313 0 4,540,687 72.3 0.6

総  務  費 406,134,000 393,117,537 0 13,016,463 96.8 18.9

広 域 防 災 費 21,648,000 18,010,821 0 3,637,179 83.2 0.9

広域観光・文化・スポーツ振興費 105,547,000 100,786,282 0 4,760,718 95.5 4.9

広域産業振興費 47,220,000 44,180,528 0 3,039,472 93.6 2.1

広 域 医 療 費 1,363,020,000 1,323,567,834 0 39,452,166 97.1 63.8

広域環境保全費 44,721,000 41,202,804 0 3,518,196 92.1 2.0

資格試験・免許費 140,127,000 139,006,503 0 1,120,497 99.2 6.7

広域職員研修費 2,834,000 2,623,474 0 210,526 92.6 0.1

公  債  費 1,000 0 0 1,000 0.0 0.0

予  備  費 5,000,000 0 0 5,000,000 0.0 0.0

計 2,152,634,000 2,074,337,096 0 78,296,904 96.4 100.0

不用額78,296,904円のうち、広域医療費の39,452,166円については、ドクターヘリ運航

事業の実績が見込みを下回ったことによるものであり、そのほかは、主に経費節減による

ものである。 

なお、広域観光・文化・スポーツ振興費の支出済額100,786,282円には、官民が一体とな

って設立する広域連携ＤＭＯ「関西観光本部」への分担金を含むものである。 
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(2) 実質収支の状況 

実質収支の状況は、次のとおりである。

（単位：千円）

区   分 金額

１ 歳 入 総 額 2,134,955   

２ 歳 出 総 額 2,074,337   

３ 歳 入 歳 出 差 引 額 60,618   

４ 翌年度へ

繰り越す

べき財源

(1) 継続費逓次繰越額 0   

(2) 繰越明許費繰越額 0   

(3) 事故繰越し繰越額 0   

計 0   

５ 実 質 収 支 額 60,618   

６ 実質収支のうち地方自治法第 233 条の
  ２ の 規 定 に よ る 基 金 繰 入 額

30,310   
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５ 財産の状況 

(1) 公有財産 

区   分
前年度末

現 在 高

決算年度中

増 減 高

決算年度末

現 在 高

土 地 及 び 建 物 等 該当なし 該当なし 該当なし

(2) 物 品 

区   分
前年度末

現 在 高

決算年度中

増 減 高

決算年度末

現 在 高

機 械 器 具 類    ５点 △１点    ４点

（備考）本表は、１品 100 万円以上の備品を対象としている。決算年度末現在高の内訳は

「ドクターヘリ搭載消防救急無線（４台）」である。 

(3) 債 権 

区   分
前年度末

現 在 高

決算年度中

増 減 高

決算年度末

現 在 高

貸 付 金 等 該当なし 該当なし 該当なし

(4) 基 金 

区   分
前年度末

現 在 高

決算年度中

増 減 高

決算年度末

現 在 高

財 政 調 整 基 金 0千円 0 千円 0 千円 

資 格 試 験 等 基 金 60,010 千円 △15,913 千円 44,097 千円 


